
 

 

阪南市酒造業原料米価格高騰対策支援事業補助金  

交付要綱  

令和８年９月２４日決裁   

 

 （趣旨）  

第１条  この要綱は、酒米の価格高騰の影響を受けている市内の

酒造事業者に対し、地域に根差した伝統的地場産業の発展及び

継続を支援するため、阪南市酒造業原料米価格高騰対策支援事

業補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、

阪南市補助金等交付規則（平成２２年阪南市規則第１号）（以下

「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるも

のとする。  

 （定義）  

第２条  この要綱において、「酒米」とは、清酒の製造に使用する

ために購入する酒造好適米その他これに準ずる米をいう。  

 （交付対象者）  

第３条  補助金の交付対象者は、次の各号の全てを満たす者とす

る。  

 (1 ) 市内に主たる事業所を置き、酒税法（昭和２８年法律第６

号）第７条第１項に規定する酒類の製造免許を受け、清酒の

製造実績を有する者  

 (2 ) 大阪府酒造組合に加入している法人又は個人事業者  

 (3 ) 補助金の交付を申請する時点で、市内で事業を継続してお

り、補助金の交付を受けた後においても市内で当該事業を継

続する意思を有する者  

 (4 ) 市税の滞納がない者  

 (5 ) 規則第４条の２各号のいずれにも該当しない者  



 

 

 (6 ) 宗教活動又は政治活動を目的とする事業を行っていない

者。  

 （補助金の額等）  

第４条  補助金の対象経費、上限及び算定式等は、別表のとおり

とする。  

 （交付申請書等の提出）  

第５条  補助金の交付を受けようとする者は、阪南市酒造業原料

米価格高騰対策支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に次

に掲げる書類を添えて令和８年１１月３０日までに市長に提

出しなければならない。  

 (1 ) 酒米購入実績調書・補助金額計算表（様式第２号）  

 (2 ) 補助対象経費の支払いを確認できる領収書の写し等  

 (3 ) 大阪府酒造組合に加入する組合員であることが確認でき

る書類  

 (4 ) 誓約書（様式第３号）  

 (5 ) その他市長が必要と認める書類  

 （交付の決定等）  

第６条  市長は、前条に規定する交付申請書等を受理したときは、

速やかに申請内容を審査し、補助金の交付又は不交付の決定を

行い、阪南市酒造業原料米価格高騰対策支援事業補助金交付

（不交付）決定通知書（様式第４号）により申請者に通知する

ものとする。  

 （補助金の請求及び交付）  

第７条  前条に規定する交付決定通知書を受けた補助事業者は、

補助金の交付を請求しようとする場合、速やかに阪南市酒造業

原料米価格高騰対策支援事業補助金交付請求書（様式第５号）

を市長に提出しなければならない。  



 

 

２  市長は、前項の規定による交付請求書を受けたときは、速や

かに補助金を交付するものとする。  

 （交付決定の取消し等）  

第８条  市長は、第６条に規定する交付決定通知書を受けた補助

事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、既に

行った補助金の交付決定の全部若しくは一部を取消すことが

できる。なお、既に当該取消しに係る部分に対する補助金を交

付しているときは、期限を定めて、当該補助金の全部又は一部

の返還を命ずるものとする。  

 (1 ) この要綱の規定に違反したとき。  

 (2 ) 虚偽その他不正な行為により補助金を受け、又は受けよう

としたとき。  

 (3 ) 暴力団の利益になり、又はそのおそれがあると認められる

とき。  

 (4 ) その他市長が不適当と認める行為があったとき。  

 （調査等）  

第９条  市長は、補助金の交付決定の前後にかかわらず、必要が

あると認めるときは、調査を行い、補助事業者に必要な報告又

は書類の提出を求めることができる。  

 （関係帳簿の保管）  

第１０条  補助事業者は、補助事業に係る経費の収支等を明らか

にした書類、帳簿等を常に整備し、補助事業完了年度の翌年度

から起算して５年間保存しなければならない。  

 （その他）  

第１１条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が

別に定める。  

 



 

 

   附  則  

 （施行期日）  

１  この要綱は、決裁の日から施行する。  

 （この要綱の失効）  

２  この要綱は、令和９年３月３１日限り、その効力を失う。  

３  この要綱の失効前に交付の決定を受けた補助金に係る第８

条から第１０条までの規定は、前項の規定にかかわらず、同日

後も、なおその効力を有する。  

 



 

 

別表（第４条関係） 

補助対象経費 ※１ 「令和７年産酒米の購入平均単価」と「令和６年産酒米

の購入平均単価」との差額に令和７年産酒米の購入量を

乗じて得た額 

補助金額の上限 

（１事業者あたり） 

１００万円 

算定式 ※２ (ａ－ｂ)×ｃ 

 

記号 内容 単位 補足事項 

ａ 令和７年産酒米の購入平均単価 円 

（税抜） 

 

ｂ 令和６年産酒米の購入平均単価 

ｃ 令和７年産酒米の購入量 俵 キログラム(kg)表示

は６０ kg/俵で換算 

※３ 

 

※１ 補助対象経費の額は、消費税及び地方消費税相当額を含まない額（税抜額）と

する。 

 

※２ 算定式により算出した額（１,０００円未満の端数を切り捨てた額）が補助金

額の上限を超える場合は、上限額を交付額とする。 

 

※３ キログラム(㎏)単位の表示を俵単位に換算する場合は、小数点第２位を四捨五

入し、小数点第１位までとする。 

 

 


